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Abstract 

This paper analyzes the cost of liquefied natural gas plants, and examines order strategy in plant engineering 

companies. We examine the contract amount of the plants ordered from 2000 to 2013, by using a multiple regression 

analysis. As an example, we use an independent variable, PCLI, which we newly define from the plant cost index and 

the location factor. As a result, the plants cost are explained by cost-like factor and company-like factor. From this we 

obtain implications in the order strategies in plant engineering companies. 

 

要旨 

 本稿では、LNG プラントの受注額に関する分析を行い、プラント・エンジニアリング企業の受注戦略を考察する。

2000 年から 2013 年までの LNG プラントの受注データを統計的な手法を用いて分析し、LNG プラント受注額の決

定要因にはコスト的な要因と企業的な要因の 2 つがあることが分かった。また、LNG プラントの受注戦略については、

2 つの行動特性が見受けられた。 
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1 はじめに 

1.1 世界のエネルギー消費量 

世界で消費されるエネルギーのうち、化石燃料（石油、石炭、天然ガス）は 82％である。今後もその消

費量は増え続け、そのうち化石燃料の割合は７割以上を占めると予想されている[1]。  

石油の消費量に着目すると、2012 年から 2040 年までに、日量 88.6 百万バレルから日量 116.5 百万バ

レルにまで増加する。 

天然ガスの消費量に着目すると、2012 年から 2040 年までに、3.44 兆㎥から 1.7 倍の 5.88 兆㎥にまで

増加する。消費量の伸び率は他のどのエネルギー源よりも大きい。そのうち、液化天然ガス（以下、LNG）

の需要は、2012 年時点で 237 百万トンであったが、2040 年にはその 2 倍以上の 548 百万トンにまで増

加する。このことから、LNG プラント建設需要は今後さらに増加すると予想される。 

 

 

 

 

1.2 プラント・エンジニアリング産業 

プラント・エンジニアリング産業とは、プラントおよびエンジニアリング機能を提供する経済産業活動で

ある[5]。プラントおよびエンジニアリングは以下のように定義される。 

プラントとは、何らかの人為的行為により、将来に亘って継続的に付加価値を生み出す機能を発揮す

るために配置され又は組み合された装置、工作物その他機械類の複合体をいう[6]。 

エンジニアリングとは、外部環境の変化を意識し、プロジェクトの創造と統合の視点で、複雑な使命に

問題解決の道を拓き、事業価値を向上させる仕組み作りを目指し、事前コンサルティングから操業安全

に至る一連の業務の全部、または一部を提供する実践知識業務のことをいう[6]。 

プラント・エンジニアリング産業は、世界各国におけるプラントの建設によって世界のエネルギーの安

定供給、現地国の産業の高度化などに寄与している。プラント・エンジニアリング産業は受注産業である

ため、成約実績が経済状況に左右されやすいという一面をもっている（図 3 参照）。 

 

図 1 世界のエネルギー消費量推移[1] 図 2 LNG 消費量推移([1]を基に作成) 

 



3 
 

 
我が国にとって重要な産業であるプラント・エンジニアリング産業だが、米国や中国、韓国の企業に比

べると、その力は弱く、実績の差は歴然である。2013 年の主要国のプラント・エンジニアリング成約実績

は、日本、韓国、米国は前年実績を下回っている。一方、中国は唯一 2010 年以降実績を伸ばしている

（図 4 参照）。 

 
図 4 主要国の海外プラント・エンジニアリング受注実績（単位：億ドル） [4] 

 

1.3 研究背景と本研究の目的  
今後もエネルギー需要はさらに増加し、プラント建設の需要も増加すると予想される。日本のプラント・

エンジニアリング会社は、市場の拡大に伴い、米国、中国、韓国などのプラント・エンジニアリング企業と

の競争に直面している。拡大する市場への戦略的な展開が必要である。しかし、我が国のプラント・エン

ジニアリング企業の競争力は他国に後れを取っていると思われる。 

本研究の目的は、プラントの受注戦略を分析することである。そこで、まずは統計分析の手法を用いて

プラント受注額の決定要因を明らかにする。その後、受注戦略について考察する。なお、今後天然ガス

の需要が最も増加すると予想されることから、本研究ではプラントの種類を LNG プラントに絞る。 

 

2. プラント建設コストに関する先行調査 

プラントの建設費に関する調査は数多く行われてきた。プラント建設において、最適投資を実現するた

めには、計画段階から複数の立地候補国・地域の概算建設コストを算定比較し、プラント投資額を把握

することが必要となる[7]。これらコスト算定は、プラント・エンジニアリング会社やプラントメーカーにとって

投資の有効性の評価や自己競争力の把握に重要である。 

日本機械輸出組合は、プラント建設費のコスト算定のため、2 つの指数を作成している。 

 

2.1 プラントコストインデックス（PCI） 

プラントコストインデックス（以下、PCI）は、時間に関するコスト指数である。過去のプラント建設費実績

から、現在のプラント建設費を推定するために用いる。定義を以下に示す。 

ある時点のプラント建設費を異なる時点の建設費に変換するコスト指数。ある年 t にプラントを建設する

際、基準年 t0 に対するプラント建設費を示す。ある時点 t における PCI を PCIt とし、算出方法を以下に示

す。（Pt,Pt0：ある時点 t, t0 におけるプラント建設費） 

𝑃𝐶𝐼! =
𝑃!
𝑃!!

×100 

図 3 プラント・エンジニアリング成約実績の推移（[3],[4]を基に作成） 
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対象となるプラントは化学分野の反応系（気相または気・液相反応）と分離系（蒸留、抽出等）を持つプ

ロセスプラントとなっている。 

 
図 5  PCI 推移（2000 年を基準年=100, [7]をもとに作成） 

 

2.2 ロケーションファクター(LF ) 

ロケーションファクター(以下、LF)は、国や地域に関するコスト指数である。世界各地でのプラント建設

費の違いを数値化[7]できる。ある地域 A にプラントを建設する際、基準地域 A0 に対するプラント建設費

を示す。ある地域 A における LF を LFA とし、算出方法を以下に示す。（PA, PA0：ある地域 A, A0 に対する

プラント建設費） 

𝐿𝐹! =
𝑃!
𝑃!!

×100 

 

図 6  LF 推移（日本を基準地域=100, [7]をもとに作成） 

 

3. 分析方法 

3.1 分析対象 

今後 LNG の需要がエネルギー資源の中で最も伸びることから、本研究では分析対象とするプラントを

LNG プラントに絞った。ただし、LNG プラントの請負業務は EPC 業務のものとする。EPC 業務とは、設計

（Engineering）、調達（Procurement）、建設（Construction）の略である。EPC 業務はプラント・エンジニアリ

ング企業のコア事業として会社の基盤を成している。プラント・エンジニアリング企業は、この EPC 遂行能

力をサービスとして顧客に提供し、主な収益を挙げている。分析サンプルとなる LNG プラントの受注デー

タは、日経新聞の LNG プラント受注関連の記事を参考にした（表 1 参照）。ただし、受注企業については、

企業名を伏せ、A～H で表記してある。 

本研究では、統計分析の手法を用いて LNG プラントの受注額の決定要因を明らかにし、その結果か
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ら受注戦略について考察する。プラントはその生産量によって受注額に大きな差が生じるため、本研究

では一生産量あたりの受注額、つまり受注単価（受注額/生産量）を目的変数として分析を進める。 

 

表 1 ＬＮＧプラント受注データ 

 
 

3.2 PCI、LF の説明力について 

プラント建設費の見積もりや投資の有効性把握を目的として作られてきた PCI と LF であるが、実際こ

の 2 つの指数の説明力がどれほどあるのかを確かめる。 

PCI は時間に関するコスト指数、LF は場所に関するコスト指数であるため、それぞれ単独では受注単

価と比較することはできない。そのためにまず、PCI と LF を受注単価と比較できる形に変換する必要があ

る。 

PCIと LF を受注単価と比較できる形に変換し、その変数をプラントコストロケーションインデックス（以下、

PCLI）と呼ぶことにする。 

ある時点 t、ある地域 A でプラントを建設する場合、基準年 t0、基準地域 A0 に対するプラント建設費を

示す。ある年 t、ある地域 A における PCLI を PCLIAt とし、算出方法を以下に示す。 

𝑃𝐶𝐿𝐼!" =
𝐿𝐹!×𝑃𝐶𝐼!
100
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図 7 PCLI 推移（基準年を 2000 年、基準地域を日本に設定=100） 

 
PCLF と LNG プラントの受注単価の相関分析を行った。また、LNG プラントの受注単価を目的変数、

PCLI を説明変数として単回帰分析を行った。 

 

        

 
分析結果から、PCLI の値が高いほど受注単価が高くなるという傾向が見られた。 

PCLI について、受注単価との相関分析では、正の相関関係が認められた。また、相関係数は 0.68 で

高い相関関係があるといえる。また、相関係数は 5%水準で有意であった。単回帰分析では、P 値の値か

ら、受注単価と PCLI の単回帰モデルは 1%水準で有意という結果が得られた。しかし、R2 の値が 0.46 と

低い値であった。よって、PCI・LF の説明力は高いとは言えない。 

なお、LF には、アジア 10 ヶ国（韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、インド沿海部、

中国沿海部、フィリピン、ベトナム）、中東 1 ヶ国（サウジアラビア）、米国の計 12 ヶ国についてのみ作成さ

れている。そのため、その 12 ヶ国以外の国については以下の国と仮定した。 

 

表 3 LF の設定 

設定前 設定後 

イエメン サウジアラビア 

エジプト サウジアラビア 

オーストラリア 米国 

オマーン サウジアラビア 

カタール サウジアラビア 

ナイジェリア サウジアラビア 

ロシア 米国 

パプアニューギニア インドネシア 

 

ちなみに、PCI（PCLI）には最新のプラントの技術動向や設備動向、建設動向等が反映されている。プラ

ントの最新技術等は、プラントが生成するエネルギー源の価格にも影響してくると考えられる。PCLI（サウ

ジアラビア）とドバイの原油価格、日本の天然ガス価格、石炭価格について、相関分析を行ったところ、

PCLI と原油、天然ガス、石炭との間に 1%水準で有意な相関関係が認められた。 

(1) (2)

（1）受注単価 1

（2）PCLI 0.678 ** 1

***.相関係数は1%水準で有意（両辺）

**.相関係数は5%水準で有意（両辺）

*.相関係数は10%水準で有意（両辺）

表 2 受注単価と PCLI との相関分析結果 

図 8 受注単価と PCLI との単回帰分析結

果 
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表 4 ＰＣＬＩとエネルギー価格との相関分析結果 

 
 

3.3 説明変数の追加 

3.2 では、LNG プラントの受注額の決定要因は PCI、LF のみでは不十分であるということが分かった。

よって、より詳細な分析を行うため、新たにいくつかの説明変数を追加する。 

 
3.3.1 工事内容 

工事内容は、新設工事と増設工事の 2 種類がある。工事内容をダミー変数として採用した。新設工事

を 1, 増設工事を 0 とした。 
 
3.3.2 系列数 

プラントの系列数は、プラント毎に異なる。プラントの系列数が LNG プラントの受注単価にどのような影

響を及ぼしているのか確かめるため、プラントの系列数をそのまま説明変数として加える。 

 
3.3.3 受注企業数 

プラント・エンジニアリング会社は、プラント建設を行う場合、ジョイントベンチャー（以下、JV）を組むこと

が多い。JV とは、合弁会社のことで、一企業では請け負うことのできない大規模な工事や事業を、複数

の企業が協力して請け負うことである。受注企業の数が LNG プラントの受注単価にどのような影響を及

ぼしているのかを確かめるため、受注企業数をそのまま説明変数として加える。 

 

3.3.4 クライアント数 

プラント建設プロジェクトのクライアントは、複数である場合が多い。規模の大きいプロジェクトや、リスク

の大きい国でのプロジェクトの場合、リスクを分散するためにクライアント数は多くなる傾向にある[8]。クラ

イアント数が LNG プラントの受注単価にどのような影響を及ぼしているのか確かめるため、クライアント数

をそのまま説明変数として加える。 

 

3.3 .5 カントリーリスク 

プラント建設プロジェクトは、建設国のリスクにも左右される。国や地域のリスクは、経済協力開発機構

（OECD）が設定しているものを採用した。リスクの度合いは 0～7 の 8 段階で評価されている[9]。 

 

(1) (2) (3) (4)

(1) PCLI（サウジアラビア) 1
(2)原油（ドバイ） 0.949 *** 1
(3)天然ガス（日本） 0.908 *** 0.788 *** 1
(4)石炭 0.972 *** 0.890 *** 0.919 *** 1

***.相関係数は1%水準で有意（両辺）

**.相関係数は5%水準で有意（両辺）

*.相関係数は10%水準で有意（両辺）
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3.3.5 プロジェクト係数（平均企業係数） 

各企業の受注単価の平均値も考慮に入れる。相対的な評価ができるよう、各企業の受注単価の平均

値を全プロジェクトの受注単価の平均値で割った。これを次式で表し、企業係数と呼ぶことにする。 

企業𝑥の企業係数＝
企業𝑥の受注単価の平均

全プロジェクトの受注単価の平均
 

 

企業係数は、一生産量あたりの受注額がどれだけ高いか、つまり同じ規模のプラントをどれだけ高い

値段で受注しているかを示している（表 4 参照）。企業係数が 1 以上の場合、その企業は平均的に高い

単価でプロジェクトを受注しているといえる。そのことから、この企業係数は企業の収益性と関係している

のではないかと考えた。そこで、各企業の企業指数と、各企業の ROA との相関分析を行った。ただし、

ROA は連結決算のもので、2002 年から 2013 年の値の平均値を採用した。採用する企業は、国内企業と

した[11]~[19]。その結果、企業係数と各企業の ROA との間に 1%水準で有意な相関があるという結果が

得られた（表 5 参照）。よって、企業係数はその企業の収益性を表しているともいえる。 

 
表 5 企業係数  

 

表 6 企業係数と ROA との相関分析結果 

 

 

プロジェクトを受注した企業の企業係数が高いのか低いのかを判断するため、各プロジェクトにおける、

受注企業の企業係数の平均値をプロジェクト係数と名付け、説明変数に加える。 

 

プロジェクト𝑖のプロジェクト係数 = プロジェクト𝑖を受注した企業の企業係数の平均値 

 

3.4 分析モデル 

本研究の目的は、LNG プラントの受注戦略の分析である。LNG プラントの受注額の決定要因を明ら

かにするため、以下のモデルで重回帰分析を行う。 

受注単価を目的変数、工事内容、系列数、受注企業数、クライアント数、カントリーリスク、PCLI、プロ

ジェクト係数を説明変数とする。 

 

(1) (2)
(1) RO A 1
(2)企業係数 0.999978 *** 1

***.相関係数は1%水準で有意（両辺）

**.相関係数は5%水準で有意（両辺）

*.相関係数は10%水準で有意（両辺）
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受注単価!＝𝛼! + 𝛼!𝑃𝐶𝐿𝐼! + 𝛼!系列数! + 𝛼!プロジェクト係数! + 𝛼!受注企業数! + 𝛼!カントリーリスク!
+ 𝛼!クライアント数! + 𝛼!工事内容! 

 
4 分析結果 

4.1 分析結果 

表 7 受注単価との相関分析結果 

 

表 8 重回帰分析結果：係数（t 値） 

 

表 9 モデル（４）に関する重回帰分析結果 

 

 表 7 は、受注単価と各説明変数との相関分析結果である。受注単価と PCLI との間には、5%水準で有

意な正の相関関係が認められた。また、工事内容との間には 10%水準で有意な正の相関関係が認めら

れた。このことから、PCLI の値が高く、工事内容が増設工事の場合受注単価は高くなる傾向があるという

ことが分かった。 

表 8 は、重回帰分析結果を示している。説明力の弱い変数を徐々に減らしながら重回帰分析を行った。

その結果、もっとも説明力の高いモデルは調整済み R2 の値から、（4）のモデル（説明変数を PCLI、系列

数、プロジェクト係数、受注企業数、の 4 つにしたモデル）であることが分かった。 

表 9 は、表 8 の（4）のモデルの詳細な重回帰分析結果ある。いずれの説明変数も VIF 値が 2 未満で

あることから、重大な多重共線性は発生していないと判断した。 

重回帰分析の結果を各変数について整理すると、次のようになる。 

 

受注単価 PC LI 系列数 プロジェクト係数 受注企業数 クライアント数 工事内容 カントリーリスク

受注単価 1 0.678 ** -0.227 0.365 0.179 0.142 0.443 * -0.273

***.相関係数は1%水準で有意（両辺）

**.相関係数は5%水準で有意（両辺）

*.相関係数は10%水準で有意（両辺）

(1) (2) (3) (4) (5)

定数 -912.44 -931.08 ** -986.29 *** -1026.30 *** -607.80 **
(-1.68) (-2.43) (-2.69) (-3.00) (-2.04)

PCLI 6.37826 ** 6.45 *** 6.29 *** 6.55 *** 6.66 ***
(2.66) (3.37) (3.51) (3.84) (3.58)

系列数 -175.08 * -175.20 ** -168.49 ** -174.09 ** -166.76 *
(-2.07) (-2.16) (-2.26) (-2.40) (-2.10)

プロジェクト係数 590.257 595.38 652.66 ** 652.25 ** 495.60
(1.61) (1.76) (2.31) (2.35) (1.70)

受注企業数 126.992 129.53 143.46 * 141.56 *
(1.26) (1.55) (2.20) (2.03)

カントリーリスク -13.248 -12.70 -14.51
(0.48) (-0.52) (-0.64)

クライアント数 9.32065 10.02
(0.24) (0.29)

工事内容 7.42806
(0.05)

調整済みＲ2乗 0.52 0.55 0.58 0.60 0.60

*	
 p<0.1
**p<0.05
***p<0.01

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）
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PCLI について 

重回帰分析結果によると PCLI の係数の値は正であった。このことから、値が高いプロジェクトでは受注

単価が高くなる傾向があるといえる。 

 

系列数について 

重回帰分析結果によると系列数の係数は負であった。このことから、建設するプラントの系列数が多け

れば多い程、受注単価は低くなる傾向があるといえる。 

 
プロジェクト係数について 

重回帰分析によるプロジェクト係数の値は正であった。プロジェクト係数は、各プロジェクトの受注企業

の企業係数の平均値である。このことから、企業係数の高い企業がプロジェクトを受注した場合、受注単

価が高くなることを示している。企業係数を企業の収益性として判断すると、収益性の高い企業が受注し

たプラントは受注単価が高くなる傾向があることを示していると言える。 

 

受注企業数について  

 重回帰分析結果によると受注企業数の係数は正であったことから、プロジェクトを受注する企業が多

ければ多い程、受注単価は高くなる傾向があるといえる。 

 
4.2 受注額の決定の要因について 

結果から LNG プラント受注額の決定要因には、コスト的な要因と企業的な要因の 2 つがあることが分

かる。コスト的な要因には、PCLI、系列数である。企業的な要因には、プロジェクト係数、受注企業数で

ある。LNG プラントの受注戦略を考えるにあたり、企業的な要因についてより詳細な分析をする必要があ

ると考えた。なぜなら、コスト的な要因と違い、企業的な要因は各企業が戦略的に考えることのできる要

因だからだ。企業的な要因について、より詳細な分析をすることで、各企業のポジションに応じた最適な

戦略を考察することができると考えた。そこで、分析モデルについて企業的な要因を見直し、改良モデル

を作成することにした。LNG プラント受注額の決定要因のうち、企業的な要因について、より詳細な分析

を進める。その為、新しい変数を追加することにより分析モデルを改良した。 

 

5 モデルの改良 

5.1 JV 戦略係数 

プロジェクトを受注する企業間の企業係数に差がある場合、受注単価にどのような影響を及ぼすのか

を確かめるため、各プロジェクトにおける、受注企業の企業係数の最大値と最小値の差を JV 戦略係数と

名付け、プロジェクト係数と置き換える。JV 戦略係数に置き換えたことで、プロジェクトを受注する企業間

の企業係数に差がある場合、LNG プラントの受注単価にどのような影響が出るのかを見ることができる。

受注企業の企業係数をその企業の収益性とするならば、LNG プラントを受注した企業の間に収益性の

差が大きい場合、受注単価にどのような影響が出るかを見ることができるとも解釈できる。 
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5.2 改良モデルによる分析結果 

表 10 受注単価との分析（改良モデル） 

 

表 11 改良モデルでの重回帰分析結果：係数（t 値） 

 

表 12 モデル（9）に関する重回帰分析結果 

 

表 10 は、改良モデルにおける受注単価と各説明変数との相関分析結果である。プロジェクト変数に代

わって新たに説明変数に加えた。受注単価と JV 戦略係数の間には、10%有意で負の相関関係が認め

られた。このことから、JV 戦略係数が高ければ高い程、受注単価は低くなる傾向があるといえる。 

表 11 は、重回帰分析結果を示している。説明力の弱い変数を徐々に減らしながら重回帰分析を行っ

た。その結果、もっとも説明力の高いモデルは調整済み R2 の値から、（9）のモデル（説明変数を PCLI、

系列数、JV 戦略係数、受注企業数の 4 つにしたモデル）であることが分かった。改良前のモデルに比べ、

調整済み R2 値が高く、各変数の説明力も上がっていることから、改良モデルの方が説明力の高いモデ

ルだと言える。 

表 12 は、表 11 の（9）のモデルの詳細な重回帰分析結果である。いずれの説明変数も VIF 値が 2 未

満であることから、重大な多重共線性は発生していないと判断した。 

重回帰分析の結果を各変数について整理すると、以下のようになる。 

 

受注単価 PC LI 系列数 JV戦略係数 受注企業数 クライアント数 工事内容 カントリーリスク

受注単価 1 0.678 ** -0.227 -0.412 * 0.179 0.142 0.443 * -0.273

***.相関係数は1%水準で有意（両辺）

**.相関係数は5%水準で有意（両辺）

*.相関係数は10%水準で有意（両辺）

(6) (7) (8) (9) (10)

定数 -111.14 -115.69 -98.14 -101.15 117.90
(-0.31) (-0.38) (-0.39) (-0.44) (0.43)

PCLI 5.67015 ** 5.6918 *** 5.60 *** 5.61 *** 6.15 ***
(2.74) (3.09) (3.54) (3.79) (3.36)

系列数 -224.92 ** -225.4 *** -225.69 *** -226.17 *** -195.47 **
(-2.98) (-3.20) (-3.32) (-3.51) (-2.47)

JV戦略係数 -705.75 ** -707.07 *** -702.35 *** -698.31 *** -453.68 **
(2.84) (-3.02) (-3.16) (-3.76) (-2.17)

受注企業数 199.574 * 200.05 ** 195.56 ** 194.20 ***
(2.18) (2.31) (2.62) (3.13)

カントリーリスク -0.1796 0.069 -1.00
(0.01) (0.00) (-0.04)

クライアント数 -10.823 -12.333
(-0.09) (-0.12)

工事内容 -0.672
(-0.03)

調整済みＲ2乗 0.65 0.67 0.70 0.72 0.56

*	
 p<0.1
**p<0.05
***p<0.01

（𝛼"）

（𝛼#）

（𝛼$）

（𝛼%）

（𝛼&）

（𝛼'）

（𝛼(）

（𝛼)）
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PCLI について 

重回帰分析結果によると PCLI の係数の値は正であった。このことから、値が高いプロジェクトでは受注

単価が高くなる傾向があるといえる。 

 

系列数について 

  重回帰分析結果によると系列数の係数は負であった。このことから、建設するプラントの系列数が多け

れば多い程、受注単価は低くなる傾向があといえる。 

 

JV 戦略係数について 

  JV 戦略係数は各プロジェクトにおける受注企業の企業係数の最大値と最小値の差である。重回帰分

析によるプロジェクト係数の値は負であった。このことから、LNG プラントを受注する企業の間で、企業係

数の最大値と最小値の差が大きい、つまり受注企業の受注単価の平均値の差が大きい場合は受注単

価が低くなる傾向があることを示している。また、JV 戦略係数の最小値は 0、つまり、1 社の企業が単独で

プロジェクトを受注した場合である。そのため、単独受注した場合にも受注単価は高くなる傾向があること

を示している。 

 

受注企業数について  

  重回帰分析結果によると受注企業数の係数は正であったことから、プロジェクトを受注する企業が多

ければ多い程、受注単価は高くなる傾向があるといえる。 

 

5.3 コスト要因と企業要因について  

LNG プラント受注額の決定要因のうち、コスト的な要因については PCLI が高いプロジェクトの場合は

受注単価が高くなる傾向にあり、建設するプラントの系列数が多ければ多い程、受注単価は低くなるとい

える。そして、企業的な要因については、受注企業数が多ければ多い程、受注単価は高くなるという結

果が得られた。ただし、単純に受注企業数が多ければ受注単価が高くなるという訳ではない。プロジェク

トにおける受注企業の受注単価の平均値の差が大きい場合、受注単価は低くなる傾向にあるからだ。こ

れは、LNG プラントを受注する場合、受注単価の平均値が自社と同等の値の企業と JV を組むと受注単

価が高くなる傾向になることを示している。 

 

6. まとめ 

本研究では、LNG プラントに注目し、その受注戦略を考察するため、受注額の決定要因を明らかにし

てきた。改良前、改良後のモデルによる重回帰分析の結果から、LNG プラントの受注単価の決定要因に

は、コスト的な要因と企業的な要因の 2 つに分類した。コスト的な要因には、PCLI、系列数がある。企業

的な要因には、受注企業数、企業係数（プロジェクト係数、JV 戦略係数）がある。 

コスト的な要因、特に PCLI について、エネルギー価格の関係性を踏まえて考察する。表４より、エネル

ギー価格との間に 1%水準で正の相関関係が認められた。このことから、エネルギー価格が上昇すると、
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LNG プラントの受注単価も高くなるという傾向があると考えられる。この原因として、LNG プラントの契約

方式が影響していると考えられる。LNG プラントは、他のエネルギープラントとは違い、生産する LNG の

仕向地、つまり LNG の供給先と価格契約を結んでから建設に取り掛かることがあるため、エネルギー価

格と受注単価との連動性が高いと考えられる。 

企業的な要因から、受注戦略について考察する。今回の分析結果では、企業係数の高い企業が単独

で受注した場合、受注単価が高くなるという結果が出た。 

逆に、企業係数の低い企業、つまり収益性の低い企業については、同レベルの収益性を持つ企業と

JV を組むことで、高い受注単価を得ていると解釈できる。つまり、今回の研究では、企業係数の高い企

業と低い企業の 2 つのタイプの企業について、受注戦略の行動特性が見受けられる結果となった。 

本研究では、主に日経新聞の記事を基に LNG プラントの受注データを収集し、各変数との関係性を

分析してきた。しかし、海外企業の受注案件については不明な部分が多く、十分な分析ができたとはい

えない。今後の課題としては、プラントを受注する際の JV のあり方などを研究することなどが考えられる。

また、各変数の説明力の理由を明確にできれば LNG プラントだけでなく、他の石油精製プラント等の化

学プラントの受注分析にも応用することができると考えられる。 
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